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研究成果の概要（和文）：歴史的視点からは、帝国大学時代の講座研究費や戦後の積算校費とい

った予算積算単位の実態を文献調査により明らかにした。国内の実態に関しては、質問紙調査

により、国立大学内での諸経費の過不足感や増減、あるいは内部予算制度への影響といった法

人化後の変化を把握し、また活動の単位コスト計算も実施した。さらに国際的な比較では、米

国、英国、ニュージーランドにおける基盤的経費配分方法の詳細を把握し、日本への示唆をま

とめた。 
 
研究成果の概要（英文）：From the historical point of view, we have clarified the details on 
how reckoning cost tables, such as an ordinary research expenses for a research unit 
(KOZA-KENKYUHI) in imperial universities and an ordinary unit cost (SEKISAN-KOHI) 
per student/teacher in the post WWⅡ era, had worked in annual budget formulation 
procedure. For grasping the latest situation of national university corporations, we have 
conducted a questionnaire survey for all the national universities, and had their responses 
on abundance/scarcity and increase/decrease of their resources after their incorporation, 
and how those affected the design of their resource allocation systems. In addition to that, 
we have attempted to calculate unit cost per student in a sample university and considered 
how it would be useful for their better management. From the international comparative 
study, we have collected and examined the details on resource allocation systems in the 
United States, the United Kingdom and New Zealand in order to get some implications for 
Japan. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2007 年度 4,800,000 1,440,000 6,240,000 

2008 年度 3,000,000 900,000 3,900,000 

2009 年度 4,300,000 1,290,000 5,590,000 

2010 年度 3,700,000 1,110,000 4,810,000 

総 計 15,800,000 4,740,000 20,540,000 

 
 
研究分野：経営学 
科研費の分科・細目：分科＝教育学、細目＝教育社会学・教育経済学 
キーワード：高等教育政策、高等教育財政、国立大学法人化、大学経営、財務管理 
 
１．研究開始当初の背景 
(1)第三期科学技術基本計画において、我が国

の大学の「基盤的資金は確実に措置する」こ
とが謳われていながら、国立大学法人の基盤



的資金の中心である運営費交付金は、効率化
係数や経営改善係数の適用により総額を減
額する傾向が固定化していた。 
 
(2)国立大学財務・経営センターが 2006 年１
月に実施した質問紙調査でも、法人化前後で
基盤的教育費が減少したと答えた大学は
50％、基盤的研究費が減少したと答えた大学
は 76％に達していた。 
 
(3)一方、私立大学の教育研究経費支出がその
額と支出構成比の両面で増加の一途をたど
り、2002～04 年度の間に 14.7％増となって
いるのは、国立大学と対照的であった。 
 
２．研究の目的 

上記の社会的背景のもとで、本研究は下記
にある 3つの学術的アプローチから今後の国
立大学法人における基盤的教育研究経費の
あり方を検討することを目的とした。 
 
３．研究の方法 

基盤的教育研究経費の定義・内容に関する
理論的・実証的な研究として、(1)国公立大学
予算の積算根拠に関する歴史的研究、(2)教育
研究の単位コストに関する実証的研究、(3)
大学の教育研究活動を支える政府予算・補助
金の算出根拠に関する国際比較研究、の 3 方
向からアプローチした。 
 
(1) 国公立大学予算積算根拠の歴史的研究：
法人化前の国立大学では、物件費に関する単
位コストである「教官当積算校費」、「学生当
積算校費」、「教官研究旅費」という科目で予
算額の積算がなされていた。また、公立大学
に対する財政措置として地方交付税制度が
あり、経常的な大学費について学生当たりの
「単位費用」が定められている。これらは、
単位コストに基づく算定式とみなすことが
できるため、「校費」、「単位費用」の根拠を
探ることにより基盤的経費の定義に迫るこ
とが出来ると考えられた。 
 
(2)単位コストの実証研究：基盤的教育研究経
費として「望ましい水準」を検討するにあた
っては、個別に大学特性に応じて算定するの
ではなく、各大学に客観的・統一的な尺度を
有することが政策的に必要とされる。そのた
め、実際の教育研究活動にかかる「学生一人
当たり教育費」あるいは「教員一人当たり研
究費」といった単位コストの実態を検証する
アプローチを採用し、さらに当該単位コスト
に対する過不足感等も質問紙調査で把握す
ることとした。 
 
(3)政府予算等の国際比較研究：海外において
政府から大学への予算や補助金額は、大学の

基盤的活動に必要な財源を基礎として算出
されていると考えられる。よって、その実態
を各国間で相互比較し分析することにより、
基盤的教育研究経費の定義を明確にするこ
とが出来ると考えられた。具体的には、米国、
英国、ニュージーランドを対象に制度や実態
の情報を収集し、検討を進めた。 
 
４．研究成果 
(1)予算根拠に関する歴史的研究については、
次の４点について成果が達成された。 
①東京および京都帝国大学の定額支出金廃
止による「校費」概念の誕生と講座研究費の
積算根拠資料が、基盤的経費水準の起源とな
っており、その内容を明らかにすることがで
きた。 
②戦後の大学研究費に関する旧文部省の各
種調査などにより、その過不足、基盤的資金
と競争的資金との混合状態、単価増減の背景
にある社会経済状況と説明根拠などの情報
を分析し、基盤的経費の不足と競争的資金に
よる補填の歴史的推移を明確にした。 
③戦後の積算校費単価水準に関する国会議
事録等の調査と授業料の推移を関連づけた
分析によって、戦後の３つの時期における目
的意識（戦前期水準への復帰、高度成長期の
物価水準の反映、行財政改革期における削減
圧力）によって、積算校費単価は左右されて
いたことを明らかにした。 
④公立大学に対する地方交付税の基準財政
需要額算定方法については、当初は単位費用
ではなく、密度補正で対応されていた点など、
大学費が積算根拠として傍流であったこと
が判明した。 
 
(2)単位コスト実証研究については、次の２
点で成果が達成された。 
①全国の国立大学財務担当理事に対する質
問紙調査をもとに、法人化後の教員配分教育
研究経費の増減、過不足感、内部予算実額の
推移、配分方法の大学別特性などの情報を収
集し、分析を行った。結果として、看護師の
増員を行った附属病院を有する大学を除い
て、人件費予算は法人化後に減少の一途をた
どった一方、教員配分教育研究経費は増加の
傾向がみられた。ただし、その増減の度合い
は大学により差異が大きく、法人化前から研
究力の強い大学は、教員配分教育研究経費を
より増加させていることが分かった。さらに
詳細をみてみると、研究力の強い大学では、
積算校費時代の研究費水準を維持すること
が最優先とされており、相対的に研究力が弱
い大学は、大学全体の予算減少額を教員間で
公平に負担するシステムをとっている例も
みられた。 
②特定の地方国立大学をサンプルとして、学
生一人当たりの教育コストの算定を試験的



に実施した。予想されたとおり、学部・専攻
別のコストの差は明らかであり、授業料水準
を考え合わせると、内部の相互補助により、
国立大学法人の経営は成り立っていること
が明らかとなった。 
 
(3)国際比較研究については、当初計画して
いた３つの対象国の調査・情報収集をもとに
次の成果を達成した。 
①米国については、米国州高等教育管理者協
会（SHEEO）と共同で実施した米国州政府予
算制度に対する質問紙調査と４つの州（NY, 
TN, CA, MI）に対するヒヤリング調査をもと
に、州政府から大学システムに対する予算配
分方法の詳細状況を把握することができた。
概して、高等教育予算は社会保障予算および
初等中等教育予算とのトレードオフとなっ
ており、また知事予算案の議会通過率は州経
済の景気動向（失業率）に左右されることが
明らかとなった。また、予算要求額の決定方
法も南部の州が算定式を使用する傾向にあ
るのに対し、北部の州が前年度ベースに対す
る増減で対処しているといった、地域性も把
握することができた。さらに、４つの州のケ
ーススタディでは、高等教育システムにおけ
るガバナンス構造の分権度が、配分方法に大
きな影響を与えていることが分かった。 
②英国については、高等教育財政カウンシル
（HEFCs）による教育交付金と研究資金の配
分方法、および総経済コスト（fEC）計算の
取り組みについて詳細を把握し、検討した。
専攻別の加重フルタイム換算学生当たり単
価をベースとした教育交付金の算定や研究
評価による加重研究者数を使用した研究資
金の配分は、根拠の説明能力が高く、日本に
おいても注目に値すると評価した。fEC に関
しては、研究カウンシルに対する申請額を持
続可能な額にする意味合いで導入されてお
り、英国のみならず EU 資金の申請にも広が
っている。日本においても、プロジェクト研
究の必要経費について、単年度の資金需要で
はなく、継続的な研究の維持を考えた額とす
る必要があり、その意味で大きな示唆を得る
ことができた。 
③ニュージーランドについては、学生数比例
としていた教育資金の配分方法を成果指標
に基づくもの（学生コンポーネント資金）に
変更し、また研究資金の配分も業績ベース研
究資金（PBRF）とした改革の経緯について詳
細情報を入手することができた。同国では改
革内容に対するレビューを頻繁に行ってお
り、使用している成果指標の見直しや、大学
間での PBRF 配分額の偏りがもたらす弊害に
ついて、早期に対処し、修正を施している点
が注目される。基盤的経費の定義が、決して
「無条件」の配分ではないことについて、日
本に対する示唆を多く含んでいる。 
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